
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
日米合同委員会第６回施設調整部会の会議概要について 

 
 
 防衛省から、日米合同委員会の下部機関である施設調整部会の第６回会合が、本日開

催されたとの連絡があり、会議概要を受理しました。 
 

会議概要については別添の通りですが、本市に関する内容としましては、７月 20 日に

本市に提示された池子住宅地区及び海軍補助施設の横浜市域における米軍家族住宅及び

その支援施設の基本配置計画案について、「現在、地元関係自治体に対する説明を行って

いるところであり、今後、確認される要件及び地元関係自治体の意見を十分踏まえつつ、

日米間で最終的な当該基本配置計画を作成すること」が確認されたものです。 
 
池子住宅地区の横浜市域における米軍家族住宅等の建設については、８月５日に金沢

区米軍施設建設・返還跡地利用対策協議会が開催され、防衛省南関東防衛局から説明が

行われました。現在、その対応について協議会にて検討していただいております。 
本市としましては、この協議会からの意見を踏まえ、国に対し必要な要請を行いたい

と考えています。 
 

１ 第６回施設調整部会の会議概要 
   別添のとおり 
 
 ２ 会議概要に関するお問い合わせ先 
 

【家族住宅等の建設関係】（横浜市域に関すること） 

 防衛省地方協力局提供施設課 課  長 紀谷 昌彦 

               部  員 和田 善徳 

     電話番号 代表 03-3268-3111 内線 36368 

 

【返還及び共同使用関係】（逗子市域に関すること） 

防衛省地方協力局地方調整課 課  長 谷井 淳志 

                             先任部員 山口  剛 

     電話番号 代表 03-3268-3111 内線 36618 

 
 

お問い合わせ先 

政策局基地対策課長  佐藤 康博 Tel 045-671-2057 
 

平成 23 年９月 29 日 
政 策 局 基 地 対 策 課 

横 浜 市 記 者 発 表 資 料 



（お知らせ）

神奈川県における在日米軍施設・区域の整理等

に関する施設調整部会の開催について

２３．９．２９

防 衛 省

神奈川県における在日米軍施設・区域の整理等に関する第６回会

合が下記のとおり開催されましたのでお知らせします。

記

１ 年月日：平成２３年９月２９日（木）

２ 場 所：ニューサンノー（米軍センター）

３ 出席者：

日本側：防衛省地方協力局地方調整課長、提供施設課長

外務省北米局地位協定室 他

米 側：在日米軍司令部第４部長

在日米海軍司令部 他

４ 会議概要：

別添のとおり

（この件に関する問い合わせ先）

防衛省地方協力局地方調整課（返還及び共同使用関係）

課 長 谷井 淳志

先任部員 山口 剛

（代表 03-3268-3111 内線36618）

防衛省地方協力局提供施設課（家族住宅等の建設関係）

課 長 紀谷 昌彦

部 員 和田 善徳

（代表 03-3268-3111 内線36368）



別添

神奈川県における在日米軍施設・区域の整理等に関する第６回施設調整部会

の概要

１ 平成２２年８月２６日の第５回会合以降 「池子住宅地区及び海軍補助施設」の、

横浜市域における家族住宅及びその支援施設の所要等に係る基本的な事項や「池子

住宅地区及び海軍補助施設」の逗子市域の一部土地（当該施設・区域西側の運動施

設地区及びキャンプ場地区：約４０ｈａ）の返還についての協議及び返還までの間

の共同使用についての協議を日米間で鋭意、実施してきたところである。

２ 今回の会合においては 「池子住宅地区及び海軍補助施設」の横浜市域における家族、

住宅及びその支援施設の基本配置計画案（別紙）について、現在、地元関係自治体

に対する説明を行っているところであり、今後、確認される要件及び地元関係自治

体の意見を十分踏まえつつ、日米間で最終的な当該基本配置計画を作成することに

ついて確認した。

さらに、家族住宅及びその支援施設の所要等に係る基本的な事項として、横浜市

からの要望である緑・自然環境の保全等を踏まえ、次のとおり日米間で認識が一致

したところである。

（１） 家族住宅は、鉄筋コンクリート造３階建て連棟式共同住宅等（３８５戸）

として整備する。

（２） 支援施設の総延べ床面積（建築基準法による延べ床面積）は、２７，４５

５㎡以下とする。

（３） 各建物の高さは２０ｍ以下とし、建ぺい率は３０％以下、容積率は８０％

以下とする。

３ また 「池子住宅地区及び海軍補助施設」の一部土地（当該施設・区域西側の運動、

施設地区及びキャンプ場地区：約４０ｈａ）の返還についての協議及び返還までの

間の共同使用についての協議は、返還手続に係る一定の方向性、あるいは共同使用

に係る要件及び時期について日米間で協議した結果、次のとおり日米間で認識が一

致したところである。

（１） 当該土地の返還については、引き続き、日米間で協議することとし、でき

るだけ早期に返還が実現するよう努力する。返還に向けた手続については、

日米間で調整の上、適切な時期に開始される。



（２） 返還に向けた手続が完了するまでの間、当該土地は逗子市と共同使用（日

米地位協定第２条４(ａ)が適用される施設・区域）するが、共同使用に当た

っては、以下の基本的な要件を満すことが条件であり、要件の細部は、別途

日米間で協議する。

・ 既存管理事務所、正面ゲート、管理棟（スポーツジム 、スクールバス）

駐車場その他日米間で合意される施設の移設整備

・ 共同使用される区域とその他の地区を隔てるフェンスの設置

・ 共同使用されない地区に所在する倉庫及び資材置場への車両出入り用ゲ

ートの設置

（３） 共同使用の開始前に、米側、南関東防衛局、逗子市の代表者との間で、当

該共同使用に係る使用協定を締結することが必要となる。

４ 今後は、今回の協議内容について、地元関係自治体に説明した上で日米合同委員

会の承認を得るため、同委員会に報告することとし、同委員会の承認が得られた後

は、施設調整部会及び施設整備・移設部会の場で所要の協議・調整が進められるこ

ととなる。



別
紙


	記者発表資料110929（最終）
	230929 第６回施設調整部会公表資料
	空白ページ



